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フィリピン ビジネス・税務ニュースレター 

－カジノ等におけるジャックポット賞金の課税関係明確化 
 
 

UHY Tokyo News Letter ： Philippine Business & Tax Update 

 
フィリピン内国歳入局（BIR）は、カジノやその他

のギャンブルで獲得したジャックポット賞金が、

1997 年内国歳入法（NIRC）上の「当選金

（winnings）」に該当し、最終源泉税（Final 

Withholding Tax）の課税対象となることを明確に

した。 

 

BIR が 2026 年 5 月 26 日に発行した収益覚書通達

57-2026（Revenue Memorandum Circular No. 57-

2026）によると、ジャックポット賞金には次の税

率が適用されることとなる。 

▪フィリピン国民および居住外国人 

：20%（NIRC 第 24 条(B)(1)） 

▪フィリピン国内で事業を営まない非居住外国人 

：25%（NIRC 第 25 条(B)） 

 

ジャックポット賞金に対する税額は、各種手数料

を控除する前の賞金総額を基準として計算され

る。サービス料、管理手数料、コミッション等の

控除は認められないとされている。 

 

さらに、カジノ事業者や源泉徴収義務者が適切な

税額を源泉徴収・納付しなかった場合には、加算

税や延滞利息、罰金などの対象となり、場合によ

っては刑事責任が生じる可能性がある。 

 

 概要 

 
 

■ 新たな課税ではなく、既存ルールの明確化 

今回の通達は新しい税金を課すものではなく、ギ

ャンブルによる当選金に対する既存の課税ルール

を明確にし、適用を統一することが目的とされて

いる。 

 

■ 認可・無認可を問わず対象 

認可を受けた事業者のみならず、無認可の事業者

によるギャンブルで得た当選金についても、原則

として課税対象となることを改めて明確化してい

る。 

 

■ プログレッシブジャックポットも対象 

固定額のジャックポット賞金のみならず、賞金額

が積みあがるプログレッシブジャックポットの賞

金も課税対象に含まれる。 

 

■ コンプライアンス強化の要請 

カジノ事業者は、税務上の罰則や信用低下を避け

るため、適切な源泉徴収と納税を行う体制を整

備・強化する必要がある。 

 

■ 税収確保が目的 

今回の通達は、フィリピン娯楽・ゲーミング公社

(PAGCOR)、カガヤン経済特区庁(CEZA)、オーロ

ラ太平洋経済特区・自由港庁(APECO)のもとでフ

 主なポイント 
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ィリピンのカジノ産業が急速に成長する中、政府

の税収を確保し、課税の公平性担保を図るものと

言える。 

 

 
■ 個人プレイヤー 

ジャックポット賞金に対しては原則として 20%(非

居住外国人は 25%)の税金が源泉徴収される。その

ため、実際の受取額は税引後の金額となる。 

 

■ カジノ事業者 

源泉徴収および納税の義務を適切に履行するた

め、社内の管理体制、内部統制を確認・整備する

ことが重要となる。税務上の罰則を避けるためコ

ンプライアンス体制の強化が求められる。 

 

■ 税務アドバイザー 

ギャンブルによる当選金は、認可事業者か否かに

関わらず原則として課税対象となることを顧客に

周知する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実務上の留意点 

 

 
RMC No.57-2026 は、カジノおよびその他のギャ

ンブルにおけるジャックポット賞金の税務上の取

り扱いについて明確にしたものである。 

 

ジャックポット賞金が課税対象となる「当選金

（winnings）」に含まれることを明確化すること

で、BIR は税法の一貫した適用と、課税の公平性を

確保するとともに、適正な税収の確保を図ってい

る。 

 

個人プレイヤー、カジノ事業者、税務アドバイザ

ーなどの関係者は、税務上の罰則などのリスクを

避けるため、本通達の内容を十分に理解し、適切

な税務対応を行うことが重要と言える。 
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